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令和元年度（平成31年度）
一般社団法人岐阜県農畜産公社事業報告書

自 平成３１年 ４月 １日

至 令和 ２年 ３月３１日

Ⅰ 法人の概況

１ 移行年月日 平成２５年４月１日

※平成１１年４月１日付け（社）岐阜県畜産開発公社（昭和４８年４月２８日設立）と（財）

岐阜県農業公社（ 昭和４７年６月１日設立）が統合

２ 定款に定める目的

公社は、岐阜県における農業の生産性向上並びに経営の安定に対する支援及び農業の啓発普

及を推進し、もって農業の健全な発展に寄与することを目的とする。

３ 定款に定める事業内容

(1) 畜産生産基盤の整備

(2) 農地の集積・集約化

(3) 新規就農者の育成・確保及び担い手の経営支援

(4) 優良な乳用牛及び肉用牛の育成

(5) 優良な肉用牛資源の供給

(6) 畜産公共施設の維持管理業務の受託

(7) その他公社の目的達成に必要な事業

４ 所管官庁に関する事項

岐阜県農政部農政課

５ 会員の状況及び出資金・基金等

(1) 出資金

会 員（構成員） 出 資 金 （千円）

岐阜県 ２３０，０００

岐阜県酪農農業協同組合連合会 １８，０００

全国農業協同組合連合会 １４，０００

岐阜県信用農業協同組合連合会 １３，０００

岐阜県農業協同組合中央会 ５００

計 ２７５，５００

６ 主たる事務所・事業所等の所在地 令和２年３月３１日現在

主たる事務所 ： 岐阜市藪田南５－１４－１２

事務所等 東濃牧場 ：恵那市長島町鍋山４－６６

飛騨牧場 ：高山市清見町楢谷１１６－４

（岐阜駐在 ：岐阜市藪田南５－１４－１２）

（大垣駐在 ：大垣市江崎町４２２－３）

（関 駐在 ：関市平和通６－１１－１）

（美濃駐在 ：美濃市生櫛１６１２－２）

（恵那駐在 ：恵那市長島町正家字後田１０６７－７１）

（高山駐在 ：高山市上岡本町７－４６８）
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７ 役員等に関する事項

令和２年３月３１日現在

役 職 氏 名 常勤・非 担当職務・現職 備 考

常勤の別

理事長 平工 孝義 常勤 6/28再任

理 事 渡邉 正信 非常勤 岐阜県農政部長 〃(4/1就任)

理 事 朝日 修 非常勤 岐阜県酪連代表理事会長 〃

理 事 足立 能夫 非常勤 全農岐阜県本部運営委員会会長 〃

理 事 櫻井 宏 非常勤 岐阜県信連経営管理委員会会長 〃

兼岐阜県農協中央会会長 〃

理 事 村下 貴夫 非常勤 一般社団法人岐阜県畜産協会会長 12/19就任

理 事 岩井 豊太郎 非常勤 一般社団法人岐阜県農業会議会長 6/28再任

理 事 後藤 昌宏 非常勤 岐阜県指導農業士連絡協議会会長 〃

理 事 山本 勝敏 非常勤 岐阜県議会議員 〃(5/23就任)

理 事 髙殿 尚 非常勤 岐阜県議会議員 〃(5/23就任)

監 事 西村 寿文 非常勤 全農岐阜県本部長 4/1就任

監 事 山田 幹人 非常勤 岐阜県信連代表理事理事長

（１）定款第１９条に定める定数

理事：８名以上１５名以内

監事：２名以内

（２）現在数

理事：１０名

監事： ２名

（３）任 期

理事：令和元年６月２８日から令和３年度定時総会まで

監事：平成２９年６月３０日から令和３年度定時総会まで

８ 職員に関する事項

令和２年３月３１日現在

職 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

男 子 ４０人 ２人 ４９歳 ２ヵ月 ６年 ８ヵ月

女 子 ９人 △１人 ５１歳１１ヵ月 ５年 ３ヵ月

合計又は平均 ４９人 １人 ４９歳 ８ヵ月 ６年 ５ヵ月

（注）上記職員には、１６人専門員（男子１０人、女子６人）を含んでいる。なお、上記

職員のほかに４人の臨時職員を雇用している。
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Ⅱ 事業の状況（平成３１年４月１日～令和２年３月３１日）

１ 事業の実施状況

〈 畜産部門 〉

（１） 優良な乳用牛及び肉用牛の育成事業及び肉用資源の供給拡大事業

最近の畜産を取り巻く情勢は、平成30年12月にＴＰＰ１１が、31年2月には日欧経済連携

協定（ＥＰＡ）が相次いで発効した。さらに米国との２国間物品貿易協定（ＴＡＧ）も令和

2年1月から発効しており、これら農畜産物への影響が懸念されている。こうした中、畜産農

家の高齢化や離農による担い手不足が問題となっている。また、「口蹄疫」や「鳥インフル

エンザ」の発生に続き、平成30年9月に「豚コレラ」が国内で２６年ぶり（岐阜県では３６

年ぶり）に発生し、家畜飼養衛生管理基準の徹底と防疫体制の強化が求められている。こう

した中、県内農家のニーズに合った優良な後継牛を育成し、安定的に供給することが公社の

重要な使命と認識している。

令和元年度（平成31年度）は、引き続き第３期東濃牧場及び飛騨牧場の指定管理者として

の責務を果たしながら、本県酪農と肉用牛振興の推進に努めるとともに、農家に信頼される

自立した牧場経営を目指して以下の事業を実施した。

① 家畜育成事業

ア 東濃牧場

（ア） 乳用雌牛の育成事業

・ 県内酪農家から乳用雌子牛を新たに４４９頭（ 年間計画比 107%、前年度比 92% ）

を買い取り、哺育育成を行った。

・ 現在までに、育成を終了した優良初妊牛４４５頭（ 同 97%、 同 120% ）を県内酪

農家に譲渡した。なお、単価は当初予算より３千円安い５６７千円／頭であった。

・ 肉用子牛の増頭を図るため実施している受精卵移植については、飛騨牧場で採取し

た受精卵８１卵（ 同 68%、同 99% ）の供給を受け、乳用育成牛に９３卵（ 同 78%、

同 99% )を移植した。譲渡した乳用初妊牛のうち４０頭が公社受精卵で妊娠した初

妊牛であった。

（イ） 肉用子牛の哺育育成事業

・ 牧場で生産した和牛子牛をおおむね９カ月齢まで哺育育成し、２８頭（同100%、同

104%）を家畜市場を通じ肉用牛農家に譲渡した。なお、単価は当初予算より４２千円

高い６９２千円／頭であった。

（ウ） 肉用牛の受託育成放牧事業

・ 県内の肉用牛農家から和牛繁殖雌牛を受託し、放牧育成を行った。預託農家の減少

と実頭数の減少で、実績は当初計画及び平成30年度実績の半分となった。

・令和元年度実績

・受託期間 ：平成３１年４月１日～１０月３０日

・受託実頭数 ：２２頭

・受託延頭数 ：２，２０９頭（ 同 55%、同 50% ）

（エ） 和牛放牧適正化調査受託事業

・ 最近の飼料価格の高止まりや子牛価格の高騰は、肉用牛肥育経営を圧迫している。

また、赤身牛肉に対しては欧米では根強い需要があり、近年国内でも健康志向が高

まってきている。こうした中、平成29年度から県の委託を受け、放牧による肥育が

本県で適用可能か、日本短角種２頭の肥育調査を行ってきたが、９月上旬に肥育調

査は終了し、食肉市場に出荷した。成績等は次の表のとおりであった。
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・肥育成績等 （単位：Kg、円）

出荷体重 枝肉重量 格付 落札価格（税込み） 備 考

１ 757.0 396.4 Ｂ１ 299,678

２ 746.0 391.2 Ｂ１ 299,972

平均 751.5 393.8 299,825

イ 飛騨牧場

（ア） 肉用牛の繁殖育成事業

・ 牧場で飼育している和牛繁殖雌牛から２４４頭（ 同 98%、同 98% ）の和牛子牛を

生産した。

なお、育種価等により選抜した能力の高い産子を新たに２１頭を繁殖育成牛として

内部保留し、また、新たな繁殖雌牛群の整備として、８頭（鹿児島県から６頭、県内

（飛騨市場）から２頭）を外部導入した。

（イ） 肉用子牛の育成事業

・ 牧場で生産した和牛子牛をおおむね９カ月齢まで育成し、家畜市場を通じ肉用牛農

家等に１８５頭（ 同 97%、同100% ）を譲渡した。この内１頭は、後代検定牛として

県畜産研究所（飛騨牛研究部）に買い上げられた。なお、単価は当初予算より２４千

円高い７２４千円／頭であった。

（ウ） 肉用牛の受託育成放牧事業

・ 県内の肉用牛農家から和牛繁殖雌牛を受託し、放牧育成を行った。預託農家の減少

と実頭数の減少で、実績は当初計画の半分となった。

・令和元年度実績

・受託期間 ：令和元年５月２０日～１０月１７日

・受託実頭数：４４頭

・受託延頭数：４，５０６頭（ 同 50%、同 92% ）

（エ） 育成牛の能力調査事業

・ 遺伝的能力のはっきりしていない初産牛子牛について、その能力把握のために新た

に２０頭を保留し、肥育試験を行った。また、肉質調査用として育成を終了した１８

頭を販売した。

（オ） 和牛初妊牛譲渡事業

・ 肉用繁殖経営の規模拡大と新規参入を推進するため、令和元年度は、県内繁殖農家

に和牛初妊牛９頭（同 90%、同 90%)を譲渡した。

（カ） 受精卵供給事業

・ 和牛繁殖雌牛の改良及び和牛の増頭に寄与するために、５２６卵（ 同 81%、同147

% ）の優良受精卵を採取し、県内畜産農家に４０１卵（同 80％、同 206% ）を販売

した。また、８１卵（ 同 68%、同 99%）を東濃牧場の乳用育成牛用へ供給した。

② 畜産振興事業

(一社)岐阜県畜産協会からの助成を受けて優良繁殖雌牛群整備を行っており、令和元年度

は、優良繁殖素牛として自家保留６頭と県内導入２頭の合計８頭を保留した。
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事 業 名 事業費（千円） 実施牧場 事 業 内 容 備 考（助成額）

優良繁殖雌牛保留支援 5,041 飛騨牧場 和牛繁殖雌子牛 (一社)岐阜県畜産

事業 保留：6頭 協会： 936千円

導入：2頭 (117千円／頭)

計 5,041

（２） 畜産公共施設の維持管理業務受託事業

指定管理者として岐阜県東濃牧場及び岐阜県飛騨牧場の土地、建物及び施設等の維持管理

業務を受託し、管理運営を行った。

事 業 名 事業費（千円） 受 託 先 実施牧場 事 業 内 容

岐阜県 東濃牧場 土地、建物、施設の維持

牧場管理受託事業 ２０，９６３ 15,032千円 飛騨牧場 管理

使用承認事務等

※ 育成牛の放牧、越冬飼料を確保するため、両牧場の牧草地に肥料・堆肥を散布し、牧草

の刈り取り調製及び貯蔵等の作業を実施し、東濃牧場が３番草の途中まで、飛騨牧場は２

番草までの収穫作業を行った。収量は、両牧場とも平成30年度よりやや少なかった。

・令和元年度実績

区 分 東 濃 牧 場 飛 騨 牧 場 合 計

採 草 地 ５３ ha ４４ ha ９７ ha

面 積 放 牧 地 １２２ ha ２３７ ha ３５９ ha

計 １７５ ha ２８１ ha ４５６ ha

ヘイレージ採草量 ７４６ t ６１６ t １，３６２ t

30年度 年間実績 ７６３ t ６６１ t １，４２４ t

（ 対前年比） ( 97.8 %) ( 93.2 %) ( 95.6 %)

（３）畜産生産基盤整備事業

既存の畜産地帯の再整備を推進し、今後とも畜産団地として安定的な発展が見込まれる地域

において、飼料基盤の拡充、畜舎や家畜排せつ物処理施設等の整備を進めている。

令和元年度（平成31年度）は、継続地区として最終年度となる飛騨北都第二地区で畜産担い

手育成総合整備事業及び飛騨牧場整備事業を実施した。

ア 飛騨北都第二地区

① 畜産担い手育成総合整備事業

○実施市町村：飛騨市

種 目 事業量 事業費(千円) 備 考

草地造成改良 ０．１９ｈａ １，１１３

雑用水整備 １ 式 １５，００７ 井戸・取水口整備

隔障物整備 ２，３４１ ｍ ２８，７２５ 牧柵

放牧馴致施設整備 １箇所 １，３３８

畜舎附帯施設整備 １，３３０ ㎡ １１，１１５ 構内舗装：3箇所

農機具導入 ５ 台 １４，５９６ 飼料運搬機 他

測量・試験費 １ 式 １，１０５ 取水口設計

小 計 ７２，９９９

公社事務費（※） １ 式 ５，９８０

建 設 利 息 １ 式 １３４

合 計 ７９，１１３

※（公社事務費）＝（工事雑費）＋（一般管理費）＋（付帯事務費）
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② 飛騨牧場整備事業

○実施市町村：高山市（岐阜県飛騨牧場）

種 目 事業量 事業費(千円) 備 考

草地整備改良 ０．４５ｈａ ２，３９０

野草地整備 ３．６０ｈａ ４，１７７

道路整備 ６４０ｍ ３０，６８２

隔障物整備 １，１８３ｍ ４，４７３ 牧柵

放牧馴致施設整備 １箇所 ４，２７８

小 計 ４６，０００

公社事務費（※） １ 式 ３，７７３

合 計 ４９，７７３

※（公社事務費）＝（工事雑費）＋（一般管理費）＋（付帯事務費）

【ぎふアグリチャレンジ支援センター】

〈 農地部門 〉

（４）農地中間管理事業

担い手への農地集積・集約化を促進するための「農地中間管理事業の推進に関する法律」が

制定され、公社が、同法に基づく中間管理機構として平成26年３月に県より指定を受けた。

本県における担い手への農地集積割合が約３割にとどまる中で、担い手を中心とした農業構

造の転換は急務の課題であり、県が定めた基本方針に基づき、農地の借受け・貸付けを実施し、

担い手への農地集積・集約化の加速を図っている。

令和元年度（平成31年度）は、事業開始から６年目となり、制度のより広い普及と定着のた

め、推進体制の強化として、現地駐在員を１名増員し５名とし、より地域に密着した推進体制

を整えた。加えて、市町村の農業委員会、農地利用最適化推進委員やＪＡ等と機構（公社）が

一体となって推進する体制づくりを進め、市町村農業委員会との意見交換を行った。さらに、

関係機関の協力のもと整備した推進チームの活動強化、重点推進地域の拡大・強化、中山間地

域におけるマッチングの推進を図った。

また、令和元年5月17日に「農地中間管理機構法」の改正法が成立し、5月24日に公布された。

これを受けて、改正法の周知を図る必要があることから、地域説明会及び意見交換会を開催し

た。

令和元年度の貸付実績としては、当初計画の３割となる７５１．７ｈａであった。

① 農地の借受・貸付状況 （単位：ｈａ、％）

区 分 H30末累積 Ｒ１年度（H31年度） 累 計

計 画 実 績 計画比 実 績

取 得 6,655.6 2,550.0 750.4 29.4 7,406.0

うち貸付 6,654.3 2,500.0 751.7 30.1 7,406.0

うち新規集積分 1,439.7 － 202.2 － 1,641.9

うち中間保有 1.3 50.0 0.0 0.0 0.0
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・受け手募集結果概要（平成26年度からの累計） （単位：件、ｈａ）

応募件数※1 借受希望者数

内既存 内新規 個 人 法 人※2 借受希望

地域 地域 内 新 規 内新規 面 積

内 外 参入 参入

累計 3,150 1,618 922 610 1,530 1,157 167 373 25 13,327

※１ 各地区の応募件数の総数（同一借受希望者が複数の地区に応募した場合は各地区１件として

カウント）

※２ 法人には、今後法人化する経営体も含む。

（参考）

県目標：担い手が利用する農地の面積及び集積率

H26：16,992ha、29.7% → H35：43,212ha、78%

（５）農地売買等事業

本事業は、「農業経営基盤強化促進法」で定める特例事業として旧農地保有合理化事業の継

続事業であり、農業委員会のあっせん等により、経営規模縮小農家等から農地を買入れ、農業

経営の規模拡大に意欲のある農家等に対し売り渡すものである。

① 売買事業

令和元年度（平成31年度）は、事業の普及啓発並びに取引情報の早期把握に努め、売買リ

スクを生じない方法で行うこととしたが、実績は無かった。

② 長期保有農地有効活用事業 （単位：ha、千円、％）

当初計画 実 績 対計画比

区 分 面積 小作料等 面積 小作料等 Ｄ／Ａ Ｅ／Ｂ

（Ａ） （Ｂ） （Ｄ） （Ｅ）

担い手農家への貸付 1.3 25 1.3 25 100.0 100.0

〈 担い手・農福連携部門 〉

（６） 新規就農者の育成・確保及び担い手の経営支援事業

最近の農業生産現場では、就農従事者の高齢化や離農が進み、担い手不足が深刻化してお

り、新規就農者の育成・確保・定着が急務となっている。こうした中、岐阜県は、平成29年

度から岐阜県方式による支援体制を強化するため、就農相談から研修、営農定着までを一貫

して支援する「ぎふアグリチャレンジ支援センター」を公社に設置した。

公社は、関係機関の協力を得て同センターの円滑な運営を図り、ワンストップ農業支援窓

口として、これまでの新規就農者の多面的な支援に加え、営農定着のための担い手経営支援

を行っている。また、平成31年4月から施行された「外国人労働者受け入れ法（改正入管難

民法）」に対応するため、「農業分野の外国人雇用相談窓口」を開設し、相談を受け付けて

いる。令和元年度（平成31年度）は１０件の相談を受けた。

平成25年度に「農業経営基盤強化促進法」の一部改正が行われ、新規就農者の多面的支援

を行う「青年農業者等育成センター」が位置づけされたところである。公社は、岐阜県から

同センターの指定を受けており、その機能を引き続き担っている。

なお、就農支援資金の貸付等業務については、平成26年度の新規貸付分から（株）日本政

策金融公庫が行うことになり、公社は既貸付分の償還業務を引き続き行っている。
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① 就農・就業相談窓口事業

令和元年度（平成31年度）からは、従来の就農・就業相談員２名に加え、地域就農アドバ

イザーを３名に増員し、県内３ヵ所（美濃市、恵那市、高山市）に配置し、各種相談・支援

を行った。また、引き続き県農業会議、ＪＡグループ及び県内金融機関からの職員を公社に

常駐させ、就農相談から法人化や企業参入までを一元的に対応し、土地利用や資金面などあ

らゆる相談、情報提供、研修を行った。こうした中、就農希望者を就農につなげるには、本

人に将来の経営品目や地域について、実際に現地で体感してもらうことが重要であるとして、

令和元年度から新たに「ぎふ就農体感ツアー」を実施することになった。さらに、円滑な就

農・営農定着には、農作業や農家における生活体験が重要であるとして７月からは、「ぎふ

中期農業体験研修」を行った

･ 就農相談件数：７５４件（対前年比 108％ ） （単位：件）

相 談 形 態 別 性 別 県内外別 備 考

面談 文書 電話 ﾒｰﾙ 計 男性 女性 計 県内 県外 計

674 13 36 31 754 579 175 754 377 377 754

・外国人雇用相談件数 （単位：件）

相談元別内訳 備 考

相 談 元 外国人 農業経営体 指導機関等 その他 合 計

Ｒ１実績 ８ ０ ２ ０ １０

・農業研修等実績

研修内容区分 参加人数（人） 備 考

農業やる気発掘夜間ゼミ ７０ R1.6.14から6回

ぎふ就農体感ツアー ８

ぎふ中期農業体験研修 １３

合 計 ９１

※主な行事等

・令和元年5月10日に「新規就農者育成支援研修会」を開催した。

・令和元年5月25日に「ぎふアグリチャレンジフェアＰＡＲＴⅠ」を、令和2年2月22日に

「同フェアＰＡＲＴⅡを開催し、それぞれ３３人と３６人の相談者があった。

・令和元年6月25日に「ぎふ農林業チャレンジフェアin東京」に参加し、9月14日と12月

22日に同フェアを名古屋市で開催し、それぞれ６２人と４７人の来場があった。

・令和元年10月26、27日に開催の「岐阜県農業フェスティバル」で相談会を開催し、

１１人の相談者があった。

・経営等相談件数 （単位：件、％）

相談内容別内訳 備 考

相談内容 法 人 化 企業参入 農福連携 農 地 合 計

Ｒ１実績 １５９ ６１ ３４ ９０ ３４４

(対前年同期比) ( 123) ( 57) ( 121) ( 64) ( 85 )

※主な行事等

・令和元年7月9日から4回に分けて法人化に関する指導者研修会を開催し、７６人の参加

があった。

・令和元年8月23日に第1回企業等の農業参入セミナーを開催し、１２社の参加があった。
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② 農業経営者サポート事業

農業経営相談に関する体制を整備し、関係機関と連携して農業経営の法人化、円滑な経営

継承、規模拡大等の支援を行った。令和元年度は、増加する支援要請に対応するため、派遣

する専門家の登録者数を増やす等の支援体制強化を図ったところであり、重点指導対象者へ

の専門家派遣等を行った。

また、平成30年度で終了した全国農業会議所からの委託事業であった「就農支援情報整備

受託事業」については、令和元年度から同事業の内容で「農業経営者サポート事業」に組み

込み実施した。

・農業法人化サポート活動状況実績

経営診断 サポート実績 助成交付実績

件数(件) 実件数 延派遣回数 交付対象者 助成交付額 備 考

（件） （回） （件） （千円）

４０ ３４ １３９ ７ ２，８００ 助成額：400千円/1件

③ 無料職業紹介事業

平成17年９月１日に厚生労働大臣の事業許可を受けて無料職業紹介所を設置し、青年等の

農業法人等への就業を進め、経営規模の拡大を図ると共に、岐阜県農業を担う新規就農者の

育成確保に努めた。

・活動状況実績 （単位：件）

項 目 求 人 求 職 就 職 備 考

業 種 常 用 臨 時 常 用 臨 時

一般作業等 ８ ０ １０９ ０ ０

④ 農業次世代人材投資事業

平成24年度からの継続事業として、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図るため、就

農前の研修期間（２年以内）の所得を確保する資金の交付を行っている。

令和元年度は、平成30年度から継続の１０人と、令和元年度に実施した公募・審査の結果、

２５人に交付を行った。併せて、受給者の研修状況と研修終了後の就農・就業確認を随時実

施した。

・ 農業次世代人材投資資金交付実績

区 分 当初計画 実 績 備 考

給付対象者（人） ５６ ３５ 継続：10人

新規：25人

給付総額（千円） ８４，０００ ４７，３７５ 1,500千円×31人

250千円×3人

125千円×1人

※主な行事等

・令和元年5月22日に農業次世代人材投資事業研修計画申請説明会を行った。

・令和元年6月10日から第1回同事業研修計画の公募を行ったところ25人の応募があり、7月

18日、19日に審査会を行った 。

⑤ 農業者経営継承支援事業

農業経営者の高齢化が進む中、後継者のない経営者から第三者である新規就農者に農地、

機械等の農業資産の継承するための支援を行った。
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（７） 農福連携支援事業

政府は、平成28年6月に閣議決定した「一億総活躍プラン」の中で農福連携の推進を掲げ、

支援事業を展開している。農福連携が進めば、障がい者の就労機会の拡大につながり、農業

者にとっても労働力の確保につながり、双方にメリットがある。そこで、平成30年4月に農

福連携の推進・強化を図るため、公社内に「農福連携推進室」を設置し、ＰＲ活動に努める

とともに、以下の事業を実施した。

① 農福連携推進活動事業（旧障がい者農の雇用モデル支援事業）

障がい者の自立と農業分野での就業を促進するため、新たに障がい者を雇用する農業者等

の取組みを支援している。具体的には、農業者等が雇用体験として障がい者を受入れる場合

の費用助成と雇用のための農業施設改修経費を助成することにしており、令和元年度（平成

31年度）は受入体験助成に３件の交付を行った。

・助成交付実績

区 分 助成対象者（件） 助成額（千円） 備 考

受入体験助成 ３ ２０６ 岐南町：マコモタケの田植え委託

大垣市：梨の出荷調製委託

恵那市：トマトの片付け委託

作業環境改善助成 ０ ０

合 計 ３ ２０６

② 障がい者農業参入チャレンジ事業受託事業

岐阜県からの委託事業で、障がい者の新たな就労分野として農業に進出するために必要な

農作業等の受委託のマッチングや技術サポート、農業と福祉の相互理解を促進するための

セミナーを行うことで、福祉と農業の地域連携を深め、障がい者の就労の場の拡大や工賃

向上、農業者の担い手確保を図った。

・マッチング状況

相談件数（件） 成立件数（件） 備 考

（個別訪問を含む）

池田町：野菜の管理（更新 2事業所）

３０ １３ 岐南町：マコモタケ植付、収穫(新規、更新）

中津川市：トマトの定植（更新）

栗の収穫（更新）

恵那市：トマトの片付け（新規）

マルチ剥がし（新規）

大垣市：梨の収穫調製（新規、更新）

関市 ：野菜の管理（更新）

瑞穂市：柿の収穫（更新）

各務原市：トマトハウス内清掃（新規）

※主な行事等

行 事 等 実 施 時 期 備 考

農福連携に関するｱﾝｹｰﾄ H31年4月～R1年6月 農業法人：622件

障がい者施設：387件

R1年7月～R2年3月 個別生産農家：1,100件

個別相談会 R1年5月、2月 ぎふ アグチャレフェア

R1年6月～12月 ジョブミーティング

(岐阜・西濃・中濃・東濃・飛騨)
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行 事 等 実 施 時 期 備 考

農福連携栽培技術基礎研修 H31年4月～R1年11月 研修場所：県農業大学校

研修者：障がい者施設職員：8人

農福連携推進現地研修会 R1年9月10日 三重県名張市： 24人

農福連携推進研修会 R1年10月10日 障がい者施設、農業者、ＪＡ、行政等

R1年11月26日 1回目：77人 、２回目：58人

農福連携地域研修会 R1年10月～12月 障がい者施設、農業者、ＪＡ、行政等

中濃：77人、下呂：16人、恵那：45人

飛騨：25人、郡上：26人、可茂：21人

岐阜：58人、西濃：23人、揖斐：17人

東濃：22人

ノウフクマルシェ R1年10月26日、27日 岐阜県農業フェスティバル

R2年1月26日 ノウフク新春大感謝市

（きょうと農福連携センター）

R2年1月11日～19日 ＧＩＦＴＳ ＰＲＥＭＩＵＭ

(名古屋市)

〈 その他 〉

（８） 牧場ふれあい事業

自然に恵まれた東濃牧場及び飛騨牧場を広く県民に開放し、憩いの場を提供するために次の

事業を実施した。

ア 東濃牧場：牧場作業の体験、畜産物の加工体験、家畜とのふれあい及びイベントの開催場

所の提供等を行っているが、まきば館での体験等の業務については、平成28年度から恵那市

の酪農家に業務委託している。令和元年度（平成31年度）は、下記のとおりの利用者等があ

った。

・来場者等

区 分 実 績 備 考

（平成30年度同期実績）

一般来場者数（人） ６，６５４ （ 7,055人）

利用者数 （人） ５，９９０ （ 6,176人）

体験者数 （人） １４２ （ 115人）

イ 飛騨牧場：牧場の一般開放を条件付で７月から行った。

開放期間：７月から翌年３月まで

開放条件：団体に限る、牧場運営に支障を来さない期間、携帯電話必携等

・来場者等

区 分 実 績 備 考

（平成30年度同期実績）

団体数（団体） １０７ （ 28団体）

延人数 （人） ４１７ （ 332人 ）
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２ 重要な契約に関する事項

（１） 請負契約（金額１０，０００千円以上） （単位：千円）

区分 契 約 名 契 約 内 容 契約期間 契約金額 契 約 先 備考

受 牧場管理委託契約 県営牧場（東濃、飛 H31. 4. 1 指定管理

託 騨牧場）の維持管理 ～R2. 3.31 15,032 岐阜県

契 ・運営

約

仕様書番号北基第3101号 道路整備 L=640m R1. 5. 7

清見団地第1工区 ～R1. 9.25 30,682 井戸工業(株)

道路整備第2期工

工 事

事 仕様書番号北農第3104号 隔障物整備 R1. 9.10

請 神岡団地第1工区 L=2,341m ～R1.12.13 30,063 加永建設(株)

負 隔障物等整備工事 放牧馴致施設整備

契 N=１ヵ所

約 仕様書番号北基第3104号 用水井戸整備 R1.10.23

河合団地第1工区 N=１ヵ所 ～R2.2.13 15,007 (株)三晃設備

雑用水施設整備工 用水取水整備 工業

事 N=１ヵ所

（２） 譲渡契約（金額１０，０００千円以上） （単位：千円）

区分 契 約 名 契 約 内 容 契約期間 契約金額 契 約 先 備 考

譲 畜産生産基盤整備 隔障物 １式 H31. 4. 22

渡 事業に係る牧場施 放牧馴致施設 １式 ～ R2.3.31 16,320 飛騨市

契 設等譲渡契約

約

（３） 売買契約（金額１０，０００千円以上） （単位：千円）

区分 契 約 内 容 契 約 日 契約金額 契 約 先 備 考

乳用初妊牛（ ５月譲渡分：３４頭） R1.5.31 19,238 岐阜県酪連

売 乳用初妊牛（ ６月譲渡分：５０頭） R1.6.30 27,790 岐阜県酪連

乳用初妊牛（ ７月譲渡分：３４頭） R1.7.31 19,046 岐阜県酪連

渡 乳用初妊牛（ ８月譲渡分：４５頭） R1.8.31 25,182 岐阜県酪連

乳用初妊牛（ ９月譲渡分：３８頭） R1.9.30 21,468 岐阜県酪連

契 乳用初妊牛（１０月譲渡分：４９頭） R1.10.31 27,902 岐阜県酪連

乳用初妊牛（１１月譲渡分：３３頭） R1.11.30 18,701 岐阜県酪連

約 乳用初妊牛（１２月譲渡分：３６頭） R1.12.31 20,725 岐阜県酪連

乳用初妊牛（ １月譲渡分：３３頭） R2. 1.31 18,972 岐阜県酪連

乳用初妊牛（ ２月譲渡分：２９頭） R2. 2.29 16,424 岐阜県酪連

乳用初妊牛（ ３月譲渡分：５３頭） R2. 3.31 30,788 岐阜県酪連

（４） 借入金金銭消費貸借契約（長期 １０，０００千円以上） （単位：千円）

借 入 目 的 借 入 期 間 契約金額 契約先 備 考

公社経営改善資金（畜産） H23. 4. 1 ～ R23. 3.31 295,000 岐阜県 定期償還中

長期保有農地売渡促進資金（農地） H26. 3.31 ～ R 6. 3.31 267,500 岐阜県

（参考）借入金金銭消費貸借契約（短期１０，０００千円以上） （単位：千円）

借 入 目 的 借 入 期 間 契約金額 契 約 先 備 考

畜産基盤整備事業運営資金 R1.12.26～R2.5.29 21,063 岐阜県信連 繰上償還
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３ 理事会・総会に関する事項

(1) 理事会

開 催 日 提 出 議 案 等

第１回理事会（臨時：決議省略） 第１号議案 令和元年度第１回総会（臨時総会）の開催に

令和元年 ５月１６日 ついて（承認）

議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）

の選任について

第２回理事会（通常理事会） 第１号議案 平成３０年度事業報告について（承認）

令和元年 ６月１４日 第２号議案 平成３０年度決算について（承認）

第３号議案 平成３０年度公益目的支出計画実施報告書に

ついて（承認）

第４号議案 令和元年度第２回総会（定時総会）の開催に

ついて（承認）

議第１号 平成３０年度決算について

・平成３０年度貸借対照表及び正味財産増減

計算書の承認について

議第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員の選任に

ついて

・任期満了に伴う理事全員の再任について

報第１号 平成３０年度事業報告について

報第２号 平成３０年度公益目的支出計画実施報告書に

ついて

報第１号 農地中間管理事業評価委員会の報告について

第３回理事会（臨時：決議省略） 第１号議案 一般社団法人岐阜県農畜産公社代表理事の選

令和元年 ６月２８日 定について（承認）

第４回理事会（臨時理事会） 第１号議案 令和元年度収支補正予算について（承認）

令和元年１１月２１日

報第１号 職務の執行の状況について

○ 令和元年度上半期の事業報告について

（１）畜産生産基盤整備事業（飛騨北都第二地区）

の実施状況について

（２）農地中間管理事業の推進状況について

（３）ぎふアグリチャレンジ支援センター事業（農

福連携推進事業を含む）の進捗状況について

報第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社の規程及び要領

等の一部改正（専決処分）について

（１）農地中間管理事業規程の一部改正について

（２）家畜育成事業実施要領の一部改正について

（３）農業次世代人材投資事業（準備型）取扱要領

の一部改正について

報第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社基本財産満期に

伴う運用方針について
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開 催 日 提 出 議 案 等

第５回理事会（臨時：決議省略） 第１号議案 令和元年度第３回総会（臨時総会）の開催に

令和元年１２月１２日 ついて（承認）

議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）

の選任について

第６回理事会（通常理事会） 第１号議案 令和元年度収支補正予算について（承認）

令和２年 ３月１８日 第２号議案 令和２年度事業計画について（承認）

第３号議案 令和２年度収支予算について（承認）

第４号議案 令和２年度借入限度額について（承認）

第５号議案 令和元年度第４回総会（臨時総会）の開催に

ついて（承認）

議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社定款の変更

について

議第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）

の選任について

報第１号 令和２年度事業計画及び令和２年度予算に

ついて

報第１号 職務の執行の状況について

・令和元年度の事業実績（見込み）について

報第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社規程の一部改正

（専決処分）及び各種要綱・要領の一部改正等に

ついて

(２) 総会

開 催 日 提 出 議 案 等

第１回総会（臨時：決議省略） 議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）の

令和元年 ５月２３日 選任について（承認）

第２回総会（定時：決議省略） 議第１号 平成３０年度決算について（承認）

令和元年 ６月２８日 ・平成３０年度貸借対照表及び正味財産増減計

算書の承認について

議第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）の

選任について（承認）

・任期満了に伴う理事全員の再任について

報第１号 平成３０年度事業報告について

報第２号 平成３０年度公益目的支出計画実施報告書につ

いて

第３回総会（臨時：決議省略） 議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）の

令和元年１２月１９日 選任について（承認）
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開 催 日 提 出 議 案 等

第４回総会（臨時：決議省略） 議第１号 一般社団法人岐阜県農畜産公社定款の変更につ

令和２年 ３月２５日 いて（承認）

議第２号 一般社団法人岐阜県農畜産公社役員（理事）の

選任について（承認）

報第１号 令和２年度事業計画及び令和２年度予算につい

て

４ 収支状況の推移

（ 単位：千円 ）

事 業 年 度 28年3月期 29年3月期 30年3月期 31年3月期 ２年３月期

前期繰越収支差額 112,306 122,993 126,920 108,309 87,158

当 期 収 入 合 計 759,071 1,200,546 1,312,611 1,427,516 1,453,428

当 期 支 出 合 計 748,384 1,196,619 1,331,222 1,448,667 1,455,532

当 期 収 支 差 額 10,687 3,927 △ 18,611 △ 21,151 △ 2,104

次期繰越収支差額 122,993 126,920 108,309 87,158 85,054

資 産 合 計 1,139,993 1,165,699 1,111,694 1,113,788 1,119,588

負 債 合 計 748,506 736,240 694,166 684,200 675,967

期末正味財産額 391,487 429,459 417,528 429,588 443,621

うち当期正味財産

増 減 額 19,688 37,972 △ 11,931 12,060 14,033
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Ⅲ 公社の課題と対応

部 門 課 題 対 応

○ 公社全体 ① 公社の健全かつ安定経 ・ 信頼と自立の公社経営をめざす。

営の展開

○ 畜産部門 ① 今後予測される乳用初 （共通）

妊牛及び和牛子牛価格の ・ 畜産農家の信頼に応えた優良な乳用初

下落、さらに飼料費の高 妊牛及び和牛繁殖雌牛群の質の向上と管

騰に伴う経営収支の硬直 理運営経費の縮減に努める。

化

（東濃牧場）

・ 定期的な酪農家巡回により、乳用雌子

牛の安定確保に努めるとともに、酪農家

ニーズに応えた優良な初妊牛の育成を図

る。

・ 乳牛への和牛受精卵及び乳牛の雌雄判

別卵の移植を進め、初妊牛の高付加価値

化に努める。

（飛騨牧場）

・ 優良な繁殖雌子牛の育成に努め、県の

ブランド産品である「飛騨牛」の改良に

努める。

・ 優良和牛受精卵の採卵技術の向上に努

め、飛騨牛生産基盤の強化を図る。

② 畜産農家の減少と担い （共通）

手不足 ・ 関係機関と連携し、生産基盤の維持拡

大を図り、担い手育成拠点の構築に努め

る。

（東濃牧場）

・ 県畜産研究所と東濃牧場を担い手育成

拠点に位置づけた研修体制の構築と施設

整備を、疾走感をもって推進するよう県

に要請する。

③ 耐用年数の経過した牧 （共通）

場管理物件の適正な維持 ・ 耐用年数の経過した県有施設機械等の

管理 管理物件については、計画的な修繕、更

新、増築等は基より、飼養衛生管理基準

を満たした施設等への機能強化を岐阜県

に要請する。

一方、公社所有物件については、計画

的に修繕・更新を行い、適正な施設機械

の管理運営に努める。



- 17 -

部 門 課 題 対 応

○ 畜産部門 ① 東濃牧場の施設の利用 ・ 恵まれた牧場の景観等を地域住民に積

（牧場ふれあい部門） 促進 極的に提供するため、恵那市及び岐阜県

等と連携し、開かれた牧場をめざす。

○ 農地部門 ① 農地の集積・集約化 ・ 地域駐在員の増員やモデル地区の設定

等により地域に密着した推進活動を展開

する。

・ 機構事業の５年見直しによる新制度に

ついて、公社ＨＰへの掲載やＰＲパンフ

の配布などによる制度や事務手続きにつ

いて周知を図る。

・ 関係機関と連携し、重点推進地区を設

置した推進活動、将来を見据えた人・農

地プランの実質化に向けた取り組みによ

り農地の集積・集約化を推進する。

・ 機構関連事業等の活用など基盤整備に

よる農地条件の改善と一体となった農地

集積・集約化を推進する。

② 長期保有農地の売却 ・ 長期保有農地の売却に向け関係機関と

の調整に取り組み、売却に向けた入札等

の準備を進める。特に簿価と実勢価格と

の乖離が大きく、処分に伴い差損が発生

することが想定されるため県と十分に協

議を行った上で取り組む。

○ 担い手部 ① 農業次世代人材投資資 ・ 農業次世代人材投資資金（準備型）は、

金（準備型）の適正な執 前身の青年就農給付金（準備型）を含め、

行・管理 制度開始から８年が経過し、これまでの

交付者は219人（R1年度末実績）となっ

た。これに伴い事務量及び現地確認業務

が年々増加してきていることから、県、

地域就農支援協議会との連携を強化し、

事務の効率化と適正な執行に努める。

② 急増する農業経営の法 ・ 「農業経営者サポート事業」の定着に

人化に対する支援体制の 伴い、農業経営の法人化等に関する支援

強化 要請が急増している。支援のため派遣す

る専門家の登録者数を増やすとともに、

県、市町村、ＪＡ、公社現地駐在員等と

の連携も強化し支援を行う。
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部 門 課 題 対 応

○ 担い手部門 ① 農福連携の取組推進に ・ 平成３０年度からワンストップ体制で

（農福連携部門） むけた啓発 推進に取り組んでいるが、農福連携の取

り組みは地域に点在している状況であ

る。国が平成３１年度から取り組みを本

格化させていることもあり、県関係課等

と連携をとりながら、県委託（・補助）

事業を的確に遂行して農福連携の理解・

促進に努め、取り組みを拡大させて行く。


